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概要： 

本研究では，貨物輸送の時間短縮の価値（VFTTS: Value of Freight Travel Time Saving)について新し

い推計手法を提案する．推計手法としてはこれまで，貨物輸送の所要時間の短縮に伴うドライバーやトラ

ック利用等の節約分を評価する所得近接法や，実際の人々の行動結果やアンケート等から推計する選好近

接法が提案されている．しかしこれらの推計手法が捉えるのは貨物輸送が関連する経済活動の一部である．

本研究では空間応用一般均衡(SCGE: Spatial Computable General Equilibrium)モデルを利用し，貨物輸

送の時間短縮が経済全体に与える影響を考慮したVFTTSの推計手法を提案する．またSCGEモデルを利用し

災害時の経済状況を再現する事により，災害時におけるVFTTSも推計を試みる．  
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１．研究の目的 

 貨物輸送の時間短縮の経済的な価値(Value of Freight 

Travel Time Savings; VFTTS)については数多くの先行研

究がある．De Jong(2007)1)によれば，これまでの推定手法

は貨物輸送の時間短縮に伴い節約される投入物や生産要

素から推計する要素費用法と，観察される行動データやア

ンケート調査から推計する選好近似法（顕示選好法や表明

選好法）に分類される．日本政府は要素費用法に基づいて

VFTTS を推計している 2)．しかしこれまでの推計手法は貨

物輸送の時間短縮がもたらす現象の一部に着目したモデ

ルやデータを利用したものである．貨物輸送は経済活動全

体にとって欠かせない活動であり，貨物輸送の時間短縮の

効果は経済全体への影響を踏まえた上で推計されるべき

である．本研究は，貨物輸送の時間短縮について経済全体

への影響を考慮した上でその経済的便益を評価できる空

間応用一般均衡（SCGE: Spatial Computable General 

Equilibrium）モデルを利用し VFTTS の推定を行う．また

SCGE モデルを利用する事により災害時の経済状態を再現

できるため，近年重要性が増している災害時のVFTTSの推

計についても試みる．  

 

２．貨物輸送の時間価値の定義と定式化 

本研究では，VFTTSを貨物の輸送時間が1単位減少するこ

とによる経済厚生の増加分と定義し，式(1)として定式化

する． 

𝑉𝐹𝑇𝑇𝑆 =
∑ 𝐸𝑉𝑟

𝑟

𝑇𝐹𝑎 − 𝑇𝐹𝑏
 (1) 

𝑇𝐹𝑎 = ∑ ∑ ∑ 𝑇𝑖
𝑟𝑠

𝑎
𝑄𝑅𝑖

𝑟𝑠
𝑎𝑖𝑠𝑟   (2) 

𝑇𝐹𝑏 = ∑ ∑ ∑ 𝑇𝑖
𝑟𝑠

𝑏
𝑄𝑅𝑖

𝑟𝑠
𝑏𝑖𝑠𝑟    (3) 

𝑄𝑅𝑖
𝑟𝑠 = 𝑞𝑓𝑖

𝑟𝑠 + ∑ 𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝑗    (4) 

ただし，𝑉𝐹𝑇𝑇𝑆：単位取引額当たりの貨物輸送の時間価

値[円/分]，𝐸𝑉𝑟：地域別等価変分[円]，𝑇𝐹：貨物の輸送

時間[分]，𝑄𝑅𝑖
𝑟𝑠：地域間物流量，𝑇𝑖

𝑟𝑠：産業別の地域間道

路所要時間[分](ただし非製造業は0とする)，𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠：地域𝑟産

業𝑖から地域𝑠産業𝑗への中間投入量，𝑞𝑓𝑖
𝑟𝑠：地域𝑠の家計の

地域𝑟財𝑖の需要量，𝑎, 𝑏：道路整備のなし(without) およ

びあり(with)を表す添え字である．式(2)は道路整備が無

かった場合の貨物の輸送時間であり，式(3)は道路整備が

あった場合の貨物の輸送時間である．すなわち式(1)の分

母は道路整備によって節約された貨物の輸送時間を示し

ている．式(4)は，式(2)および式(3)の物流量が産業間の中

間財取引のみならず最終消費財の取引も含んでいること

を示す．また等価変分の増加分はモデルで想定する地域の

全ての便益の和である．VFTTSの単位について，従来は輸送

車両1台当たりもしくは単位重量当たりの時間価値[円/

分]で表されていた．一方，式(1)で求められるのは取引額

1円当たりのVFTTSである．本研究は道路輸送に着目してい

る事もあり，輸送車両1台当たりに換算する．変換するにあ

たり，営業用普通貨物車の1台当たり輸送貨物の価値額
3)513,346[円/台]を用いる． 
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３．空間的応用一般均衡モデルの概説 

 本研究で用いる SCGE モデルは，経済主体の最適化行動

と完全競争市場を仮定している．一般均衡モデルの表現方

法として双対アプローチを採用しているが，家計の効用関

数と産業の生産関数は入れ子型のCES型関数でモデル化し

ている．以下でモデルが採用する各種の仮定について説明

する．なお以下の説明で採用する添え字は以下の通りであ

る．財の生産地を表す添え字：𝑟 ∈ {1,2, . . . , 𝑅}，財の消費

地を表す添え字：𝑠 ∈ {1,2, . . . , 𝑆}，生産地での財種別を表

す添え字：𝑖 ∈ {1,2, . . . , 𝐼}，消費地での財種別を表す添え

字：𝑗 ∈ {1,2, . . . , 𝐽}，生産要素の種別を表す添え字：𝑓 ∈

{𝑙𝑎𝑏, 𝑐𝑎𝑝}． 

(1) 家計の行動について 

効用の単位価格を𝑃𝑈𝑟とすれば代表的家計の名目所得

水準𝐼𝑟と効用水準𝑈𝑟の関係は式(5)として表現できる．所

得水準𝐼𝑟は式(6)の通りである．ただし，名目所得移転額の

全地域での和が0となるように，実質所得移転額は特定の

地域の効用等の価格で評価されなければならない．本モデ

ルでは，最も経済規模が大きいという理由から東京都を含

む地域3の効用の価格を採用している．  

𝑈𝑟 =
𝐼𝑟

𝑃𝑈𝑟
 (5) 

𝐼𝑟 = ∑(𝑃𝐹𝑓
𝑟𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤0𝑓

𝑟 )

𝑓

+ 𝑃𝑈"𝑟3"𝑡𝑟𝑛0
𝑟 (6) 

𝑈𝑟：地域𝑟の家計の効用関数，𝐼𝑟：地域𝑟の家計の所得，

𝑃𝑈"𝑟3"：地域3における効用の価格，𝑃𝐹𝑓
𝑟：地域𝑟における

生産要素𝑓の価格，𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤0𝑓
𝑟 ：地域𝑟の家計が保有する生産

要素賦存𝑓の量，𝑡𝑟𝑛0
𝑟：地域𝑟の実質所得移転額(ただし，

∑ 𝑡𝑟𝑛0
𝑟

𝑟 = 0)である． 

家計の効用関数は，2段階の入れ子型CES型関数によって

モデル化する．第1段階の家計の支出最小化問題を式(7)お

よび式(8)として定式化する． 

ただし，𝑄𝑓𝑖
𝑠：地域𝑠における産業𝑖の消費合成財消費量，

𝑃𝑄𝑓𝑖
𝑠： 地域𝑠における産業𝑖の消費合成財価格，𝜔𝑖

𝑠：消費

合成財シェアパラメータ，𝜎𝑢：消費合成財に関する代替弾

力性である． 

𝑚𝑖𝑛
𝑄𝑓𝑖

𝑠 ∑ 𝑃𝑄𝑓𝑖
𝑠𝑄𝑓𝑖

𝑠

𝑖∈𝐼

 (7) 

𝑠. 𝑡. 𝑈𝑠(𝑄𝑓1
𝑠 , 𝑄𝑓2

𝑠 , ⋯ , 𝑄𝑓𝐼
𝑠) = (∑ 𝜔𝑖

𝑠

𝑖∈𝐼

𝑄𝑓𝑖
𝑠

𝜎𝑢−1
𝜎𝑢 )

𝜎𝑢
𝜎𝑢−1

 (8) 

地域𝑠における効用の価格は上記の最適化問題に関する

費用最小化条件およびゼロ利潤条件から式(9)のように得

られる． 

𝑃𝑈𝑠 = [∑(𝜔𝑖
𝑠)𝜎𝑢(𝑃𝑄𝑓𝑖

𝑠)1−𝜎𝑢

𝑖∈𝐼

]

1
1−𝜎𝑢

 (9) 

続いて第2段階の費用最小化問題を式(10)および式(11)

として定式化する．ただし，𝑡𝑖
𝑟𝑠：地域𝑟から地域𝑠への財𝑖

の輸送費用のマークアップ率，𝑃𝑦𝑖
𝑟：地域𝑟産業𝑖の財価格，

𝑞𝑓𝑖
𝑟𝑠：地域𝑠における地域𝑟産業𝑖の財消費量，𝜃𝑖

𝑟𝑠：財消費

シェアパラメータ， 𝜎𝑞𝑖：財𝑖の地域間の代替弾力性である． 

𝑚𝑖𝑛
𝑞𝑓𝑖

𝑟𝑠 ∑(1 + 𝑡𝑖
𝑟𝑠)𝑃𝑦𝑖

𝑟𝑞𝑓𝑖
𝑟𝑠

𝑟∈𝑅

 (10) 

𝑠. 𝑡. 𝑄𝑓𝑖
𝑠(𝑞𝑓𝑖

1𝑠 , 𝑞𝑓𝑖
2𝑠 , ⋯ , 𝑞𝑓𝑖

𝑅𝑠)

= (∑ 𝜃𝑖
𝑟𝑠

𝑟∈𝑅

𝑞𝑓𝑖
𝑟𝑠

𝜎𝑞𝑖
−1

𝜎𝑞𝑖 )

𝜎𝑞𝑖
𝜎𝑞𝑖

−1

 
(11) 

上記の費用最小問題を解くことにより，家計の消費財需

要量が式(12)の通り得られる． 

𝑞𝑓𝑖
𝑟𝑠 = [

𝜃𝑖
𝑟𝑠𝑃𝑄𝑓𝑖

𝑠

(1 + 𝑡𝑖
𝑟𝑠)𝑃𝑦𝑖

𝑟
]

𝜎𝑞𝑖

𝑄𝑓𝑖
𝑠 (12) 

(2)産業の行動について 

各地域の各産業の生産関数は3段階のNested-CES型生産

関数によってモデル化されている．まず，第1段階の中間合

成財および付加価値の産業別の投入関係を式(13)のよう

に定式化する． 

𝑦𝑗
𝑠 = 𝑚𝑖𝑛 [

𝑉𝑗
𝑠

𝛼𝑣𝑗
𝑠 ,

𝑄1𝑗
𝑠

𝛼1𝑗
𝑠 ,

𝑄2𝑗
𝑠

𝛼2𝑗
𝑠 , ⋯ ,

𝑄𝐼𝑗
𝑠

𝛼𝐼𝑗
𝑠 ] (13) 

ただし，𝑦𝑖
𝑠：地域𝑠産業𝑗の生産量，𝑉𝑗

𝑠：地域𝑠産業𝑗にお

ける付加価値投入量，𝑄𝑖𝑗
𝑠 ：地域𝑠産業𝑗における産業𝑖の中

間合成財投入量，𝛼𝑣𝑗
𝑠
：付加価値比率，𝛼𝑖𝑗

𝑠 ：投入係数であ

る．次に，第2段階の産業の中間合成財に関する費用最小化

行動を式(14)および式(15)のように定式化する． 

𝑚𝑖𝑛
𝑞𝑖𝑗

𝑟𝑠 ∑(1 + 𝑡𝑖
𝑟𝑠)𝑃𝑦𝑖

𝑟𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝑟∈𝑅

 (14) 

𝑠. 𝑡. 𝑄𝑖𝑗
𝑠 (𝑞𝑖𝑗

1𝑠 , 𝑞𝑖𝑗
2𝑠 , ⋯ , 𝑞𝑖𝑗

𝑅𝑠)

= (∑ 𝜃𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝑟∈𝑅

𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝜎𝑞𝑖
−1

𝜎𝑞𝑖 )

𝜎𝑞𝑖
𝜎𝑞𝑖

−1

 
(15) 

ただし，𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠：地域𝑠産業𝑗における地域𝑟産業𝑖の中間財投

入量，𝜃𝑖𝑗
𝑟𝑠：中間財投入シェアパラメータである． 

上記の費用最小問題を解くことにより，産業の中間財需

要関数が式(16)のように得られる． 

𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠 = [

𝜃𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑃𝑄𝑖𝑗

𝑠

(1 + 𝑡𝑖
𝑟𝑠)𝑃𝑦𝑖

𝑟
]

𝜎𝑞𝑖

𝑄𝑖𝑗
𝑠  (16) 

また，同じく第2段階の産業の付加価値に関する費用最

小問題を式(17)および式(18)のように定式化する． 
𝑚𝑖𝑛
𝑣𝑓𝑗

𝑠 ∑ 𝑃𝑣𝑓𝑗
𝑠 𝑣𝑓𝑗

𝑠

𝑓∈𝜙

 (17) 

𝑠. 𝑡. 𝑉𝑗
𝑠 = (∑ 𝛽𝑓𝑗

𝑠

𝑓∈𝜙

𝑣𝑓𝑗
𝑠

𝜎𝑣𝑗−1

𝜎𝑣𝑗 )

𝜎𝑣𝑗

𝜎𝑣𝑗−1

 (18) 

ただし，𝑣𝑓𝑗
𝑠 ：地域𝑠産業𝑗における生産要素投入量，𝑃𝑣𝑓𝑗

𝑠：

地域𝑠産業𝑗における生産要素価格，𝜎𝑣𝑗：産業𝑗における生

産要素の代替弾力性，𝛽𝑓𝑗
𝑠 ：要素投入シェアパラメータであ

る．最後に，第3段階の産業の生産要素に関する費用最小化
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行動を式(19)および式(20)のように定式化する． 

𝑚𝑖𝑛
𝐹𝑓𝑗

𝑟𝑠 ∑ 𝑃𝐹𝑓
𝑟𝐹𝑓𝑗

𝑟𝑠

𝑟∈𝑅

 (19) 

𝑠. 𝑡. 𝑣𝑓𝑗
𝑠 = (∑ 𝛿𝑓𝑗

𝑟𝑠

𝑟∈𝑅

𝐹𝑓𝑗
𝑟𝑠

𝜎𝑓−1

𝜎𝑓 )

𝜎𝑓

𝜎𝑓−1

 (20) 

ただし，𝐹𝑓𝑗
𝑟𝑠：地域𝑠産業𝑗における地域𝑟の生産要素投入

量，𝑃𝐹𝑓
𝑟：地域𝑟における生産要素価格，𝜎𝑓：生産要素の供

給地間の代替弾力性，𝛿𝑓𝑗
𝑟𝑠：供給地別の要素投入シェアパラ

メータである． 

上記の費用最小問題を解くことにより，産業の生産要素

に対する需要関数が式(21)のように表される． 

𝐹𝑓𝑗
𝑟𝑠 = (

𝛿𝑓𝑗
𝑟𝑠𝑃𝑣𝑓𝑗

𝑠

𝑃𝐹𝑓
𝑟 )

𝜎𝑓

𝑣𝑓𝑗
𝑠  (21) 

(3)市場均衡条件について 

本モデルでは財市場の需給均衡条件が式(22)の通り成

立する．生産要素市場の需給均衡条件は式(23)の通り成立

するものとしている． 

𝑦𝑖
𝑟 = ∑ ∑{(1 + 𝑡𝑖

𝑟𝑠)𝑞𝑖𝑗
𝑟𝑠}

𝑗∈𝐽𝑠∈𝑆

+ ∑{(1 + 𝑡𝑖
𝑟𝑠)𝑞𝑓𝑖

𝑟𝑠}

𝑠∈𝑆

 (22) 

𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤0𝑓
𝑟 = ∑ ∑ [(

𝛿𝑓𝑗
𝑟𝑠𝑃𝑣𝑓𝑗

𝑠

𝑃𝐹𝑓
𝑟 )

𝜎𝑓

𝑣𝑓𝑗
𝑠 ]

𝑗∈𝐽𝑠∈𝑆

 (23) 

(4)便益の定義について 

Iceberg型輸送費用の低下に伴う地域別便益を等価変分

(Equivalent Variation: EV)を用いて式(24)のように定義

する.ただし， 𝑃𝐹0𝑓
𝑟 ：基準均衡時点における生産要素価格，

𝑃𝑈0
"𝑟3"：基準均衡時点における効用の価格である． 

𝐸𝑉𝑟 = (∑ 𝑃𝐹0𝑓
𝑟 𝑒𝑛𝑑𝑜𝑤0

𝑟

𝑓

+ 𝑃𝑈0
"𝑟3"𝑡𝑟𝑛0

𝑟) (
𝑈𝑏

𝑟 − 𝑈𝑎
𝑟

𝑈𝑎
𝑟 ) 

(24) 

(5)パラメータの設定について 

本研究では災害時のVFTTSの推計のため，SCGEモデルに

おいて東日本大震災の経済状況を再現する．SCGEモデルで

各種の代替の弾力性の値を変更し，また資本ストックを外

生的に減少させることで災害時の経済状況をシミュレー

ションする．災害時の各種の代替の弾力性および資本スト

ック毀損率については， Yamazaki,et al.(2018)4)におい

て推定されている．本研究においても，Yamazaki,et 

al.(2018)4)と同じ設定値を用いる．輸送費用のマークアッ

プ率については，平常時および災害時の地域間道路所要時

間より算出している．これらの推定方法を表-1に示す． 

なお， SCGE モデルのカリブレーションには

Yamazaki(2018)4)と同じく9地域間産業連関表5)を用いてい

る．ただし地域数は8地域に，業種数は21に集約している． 

 

表-1 東日本大震災前後の所要時間算出条件 

検討項目 設定内容 

対象路線 一般都道府県道以上の道路及び指定市の

市道 

平常時の道路ネ

ットワーク 

H25年度のDRMをベースに高規格幹線道路

のみH23年度時点のネットワークとなるよ

う調整 

災害時の道路ネ

ットワーク 

平常時の道路ネットワークに対して，東日

本大震災翌日の道路途絶状況を反映 

所要時間の 

算出 

一般化費用最小ルートをダイクストラ法

により算出，有料道路料金を時間換算 

旅行速度の 

設定 

H22道路交通センサスの混雑時旅行速度ま

たは規制速度，ただし東北地方においては

民間プローブデータ(2011年3月4日～4月

14日)の速度を利用8) 

※途絶区間の道路網は0.1km/hと設定 

 

４．シミュレーション分析 

 本研究における平常時および災害時の貨物の時間価値

(VFTTS)の計測には，代替の弾力性，輸送費用のマークアッ

プ率，資本ストックの毀損率が深く関わっていると考える．

よってこれらのパラメータおよび外生変数に着目し，設定

値の組み合わせに応じたシナリオを想定する．  

(1)シナリオ設定 

本研究では道路整備(with)により地域間道路所要時間

の東北-関東間が10分，東北内々が5分減少するシナリオを

想定する．SCGEモデルでは輸送費用のマークアップ率が低

下する．この輸送時間短縮に関するシナリオは次節で示す

全てのシミュレーションのケースで共通している．  

(2)シミュレーションのケース設定 

まず，東日本大震災発生前を平常時(case0)と考え，この

時の経済状況をモデル上で再現する．次に，東日本大震災

発生直後を災害時と考える．このときの経済状況を，代替

の弾力性の値と外生変数を平常時の値から変更させるこ

とで災害時の経済状態をモデル上で再現する．具体的には

下記の通りである． 

 まずは代替の弾力性の値を低下させる．これは災害時に

情報の入手が困難であったり，取引先との調整が平時より

も困難であったりするためである．続いて基準均衡時の輸

送費用のマークアップ率を増大させる．これは，道路途絶

区間において貨物輸送にかかる時間が増大し，費用が増大

することを表現している．そして地震動や津波の被害を想

定し民間資本ストックを減少させる．資本ストックの毀損

率についてはYamazaki,et al,(2018) 4)を参考にした．上記

の要素がそれぞれVFTTSに与える影響を分析するため，表-
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2 のようにケース設定をする．ただし， 𝜍0 =

{𝜎𝑣
0

𝑗
, 𝜎𝑞

0
𝑖
, 𝜎𝑢

0, 𝜎𝑓
0}：平常時の各種代替弾力性，0は平常時,

´は災害時を示す添え字である． 

 

表-2 ケース別の各外生変数の設定値 

 case0 case1 case2 case3 case4 

代替弾力性 𝜍0 𝜎𝑣
′

𝑗
, 𝜎𝑞

′
𝑖
, 𝜎𝑢

′ , 𝜎𝑓
′ 

マークアップ 𝑡𝑖
𝑟𝑠0

 𝑡𝑖
𝑟𝑠0

 𝑡𝑖
𝑟𝑠′

 𝑡𝑖
𝑟𝑠0

 𝑡𝑖
𝑟𝑠′

 

資本ストックの

投入量 
𝐾𝑗

𝑠0
 𝐾𝑗

𝑠0
 𝐾𝑗

𝑠0
 𝐾𝑗

𝑠′
 𝐾𝑗

𝑠′
 

(3)シミュレーション結果 

 国内の時間価値原単位の算出方法 2)におけるVFTTSは，

貨物輸送に要する人・車両・貨物の機会費用を積み上げる

要素費用法で推計される．推計によれば営業用普通貨物車

の時間価値は64.35[円/分]である．本研究のシミュレーシ

ョンによって得られた結果を図-1から図-3に示す． 平常

時を表現した case0 については，単位取引額当たりの

VFTTSは182.5[円/分]と計測された．これは既往の推計値
2)である 64.35 [円/分]より 2.8 倍以上大きい．続いて災

害時の VFTTSについて，代替弾力性を低く設定した case1

では平常時の case0と比較すると 7.4[円/分]，4.1％大き

いVFTTS計測値が得られた．case1はcase0に地域間交易

の代替の弾力性の値が小さい．この場合に，本研究のモデ

ルでは，代替弾力性の値が低い方が貨物の輸送時間の減少

量が大きいが，それ以上に経済厚生の増加分が大きく，結

果として平時より VFTTSが大きく計測された．また case1

に対してもともとの貨物の所要時間が大きいと想定した

case2 における道路整備による VFTTS は，case1 に比べて

3.2[円/分]，2.1％大きい VFTTS 計測値が得られた．民間

資本ストックの毀損を想定した case3では，case2に比べ

て 48.7[円/分]，26.7％大きい VFTTSとなった．計測値が

得られた．最後に，災害時を表現したcase4では平常時の

case0に比べ50.7[円/分]，27.8%大きいVFTTSの計測値が

得られた．このことは災害時に貨物の経済的重要性は高く，

災害時に備えた道路整備が重要であることを示唆する．  

 

５．おわりに 

本研究ではVFTTSを経済厚生の増加分と貨物の輸送時間

を用いて定義し，計測のためにSCGEモデルを用いる新たな

手法を提案した．この手法により貨物輸送の時間短縮の経

済影響を包括的かつ整合的に捉えた上でVFTTSの計測が可

能となった．さらにSCGEモデルを利用する事で災害時の経

済状況を再現し，災害時のVFTTSの計測も試みた． 

推計結果について，平時については従来の推計値よりも
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図-1 ケース別の単位取引額当たりVFTTS[円/分]計測結果 
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図-2 ケース別の𝑇𝐹𝑎 − 𝑇𝐹𝑏 (単位: 106分)算出結果 

図-3 ケース別の地域別経済厚生(単位:100万円)算出結果 
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高く示された．また同じ手法でも災害時については平時よ

りも高い推計値が示された．ただし上記の結果を得た理論

的背景について引き続き研究が必要である． 
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